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※
地
方
公
営
企
業
は
、
管
理
者
を

設
け
る
な
ど
、
一
定
の
分
権
的
管
理

と
運
営
が
認
め
ら
れ
、
会
計
は
企
業
会

計
（
独
立
採
算
）
で
処
理
さ
れ
ま
す
。

地
方
公
営
企
業
法
で
は
、
地
方
公
共

団
体
の
経
営
す
る
企
業
（
水
道
事
業
・

工
業
用
水
道
事
業
・
軌
道
事
業
・
自
動

車
運
送
事
業
・
鉄
道
事
業
・
電
気
事
業

・
ガ
ス
事
業
）
の
７
企
業
が
適
用
を
受

け
、
病
院
事
業
に
つ
い
て
は
、
財
務
規

定
の
み
が
適
用
を
義
務
付
け
ら
れ
て
い

ま
す
。
他
の
企
業
に
つ
い
て
も
条
例
で

同
法
の
規
定
を
適
用
す
る
こ
と
が
で
き

る
と
な
っ
て
い
ま
す
。

大
村
市
で
は
、
平
成
17
年
４
月
１
日

か
ら
、
病
院
事
業
は
一
部
適
用
か
ら
全

部
適
用
へ
、
下
水
道
事
業
は
新
た
に
一

部
適
用
を
受
け
る
こ
と
に
な
り
ま
す
。

◆
大
村
市
病
院
事
業
管
理
者
の
給
与
等

に
関
す
る
条
例

平
成
17
年
４
月
１
日
か
ら
病
院
事
業

が
地
方
公
営
企
業
法
の
全
部
適
用
に
な

り
、
新
た
に
事
業
管
理
者
が
設
置
さ
れ

る
た
め
、
支
給
す
る
給
与
に
つ
い
て
必

要
な
事
項
を
定
め
る
も
の
で
す
。
管
理

者
を
設
置
す
る
こ
と
に
よ
り
、
経
営
責

任
の
明
確
化
と
自
立
性
の
拡
大
が
図
ら

れ
、
効
率
的
、
効
果
的
な
運
営
が
図
ら

れ
ま
す
。

【
問
い
合
わ
せ
】

市
立
病
院
　
（
52
｜
２
１
６
１
）

４
月
か
ら
市
立
病
院
に
事
業
管
理
者
が
設
置
さ
れ
ま
す

閉
会
中
の
継
続
審
査
に
な
っ
て
い
た
、
15
年
度
の
一
般
会
計
と
特
別
会
計
の
決

算
を
認
定
し
ま
し
た
。

平
成
17
年
４
月
１
日
か
ら
地
方
公
営
企
業
と
し
て
、
病
院
事
業
は
一
部
適
用
か

ら
全
部
適
用
に
な
り
、
市
立
病
院
に
新
し
く
事
業
管
理
者
が
設
置
さ
れ
ま
す
。
下

水
道
事
業
は
新
た
に
一
部
適
用
を
受
け
る
こ
と
に
な
り
ま
す
。

一
般
会
計
予
算
に
補
正
予
算
が
計
上
さ
れ
、
総
額
３
１
８
億
８，
０
６
６
万
９

千
円
と
な
り
ま
し
た
。

市
政
一
般
質
問
で
は
、
18
名
の
議
員
が
市
政
全
般
に
つ
い
て
質
問
し
ま
し
た
。

地
方
公
営
企
業
法
に
沿
っ
て
事
業
が
進
め
ら
れ
ま
す

◆
大
村
市
職
員
定
数
条
例
の
一
部
を
改

正
す
る
条
例

病
院
事
業
が
地
方
公
営
企
業
法
の
全

部
適
用
に
な
る
こ
と
か
ら
、
病
院
職
員

定
数
を
新
設
し
、
併
せ
て
平
成
16
年
６

月
か
ら
６
階
療
養
病
棟
を
廃
止
し
て
お

り
、
職
員
数
を
見
直
し
、
定
数
が
13
名

削
減
さ
れ
ま
す
。

【
問
い
合
わ
せ
】

人
事
課
　
　
　
（
内
線
２
７
３
）

病
院
事
業
に
事
業
管
理
者
が

設
置
さ
れ
ま
す

◆
大
村
市
下
水
道
事
業
の
設
置
等
に
関

す
る
条
例

平
成
17
年
４
月
１
日
か
ら
下
水
道
事

業
に
地
方
公
営
企
業
法
の
財
務
規
定
等

の
一
部
を
適
用
す
る
必
要
な
事
項
を
定

め
る
も
の
で
す
。
こ
れ
に
よ
り
、
下
水

道
事
業
会
計
の
処
理
が
複
式
簿
記
に
変

わ
り
、
黒
字
・
赤
字
が
は
っ
き
り
出
て

き
ま
す
。

【
問
い
合
わ
せ
】

下
水
道
課
　
　
（
内
線
４
０
５
）

下
水
道
事
業
が
地
方
公
営
企
業
法
の

一
部
適
用
に
な
り
ま
す

職
員
定
数
が
減
員
さ
れ
ま
す

◆
特
別
職
の
職
員
の
給
与
に
関
す
る
条

例
等
の
一
部
を
改
正
す
る
条
例

現
在
の
大
村
市
の
財
政
状
況
に
か
ん

が
み
、
市
長
・
助
役
・
収
入
役
・
教
育

長
・
水
道
事
業
管
理
者
の
給
料
が
平
成

15
年
か
ら
３
年
連
続
で
10
％
減
額
さ
れ

ま
す
。

【
問
い
合
わ
せ
】

人
事
課
　
　
　
（
内
線
２
７
３
）

特
別
職
の
給
料
が

10
％
カ
ッ
ト
さ
れ
ま
す

◆
大
村
市
税
条
例
の
一
部
を
改
正
す
る

条
例オ

フ
ィ
ス
パ
ー
ク
大
村
内
に
企
業
立

地
を
促
進
す
る
た
め
、
事
務
所
な
ど
の

建
物
及
び
そ
の
付
属
施
設
の
取
得
価
格

が
２
億
円
を
超
え
た
場
合
に
固
定
資
産

税
の
課
税
の
特
例
（
１
年
目
90
％
、
２

年
目
75
％
、
３
年
目
50
％
の
減
免
）
が

行
な
わ
れ
て
い
ま
す
。

今
回
の
改
正
に
よ
り
、
平
成
16
年
12

月
31
日
ま
で
と
し
て
い
る
特
例
期
間
を

平
成
21
年
12
月
31
日
ま
で
、
５
年
間
延

長
さ
れ
ま
す
。

賛
成
多
数
で
可
決
さ
れ
ま
し
た
。

【
問
い
合
わ
せ
】

税
務
課
　
　
　
（
内
線
１
３
６
）

固
定
資
産
税
の
課
税
特
例
期
間
が

５
年
間
延
長
さ
れ
ま
す




